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４
月
か
ら
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
で
も
市

税
を
納
付
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
休

日
・
夜
間
、
時
間
を
問
わ
ず
納
付
で
き
ま
す
の

で
、
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
納
期
限
を
過
ぎ
た
納
付
書
な
ど
、
取

り
扱
い
が
で
き
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
、

ご
注
意
く
だ
さ
い
。

▼
問
い
合
わ
せ　

税
務
課
収
納
担
当
（
内
線

２
３
６
・
２
３
７
）

　

４
月
28
日
付
で
発
送
し
ま
し
た
、
平
成
23
年

度
軽
自
動
車
税
納
税
通
知
書
の
軽
自
動
車
税
納

税
証
明
書
（
継
続
検
査
用
）
に
記
載
誤
り
が
あ

り
ま
し
た
の
で
、
次
の
と
お
り
訂
正
し
ま
す
。

（
誤
）
車
両
（
標
識
）
番
号
欄
が
＊
と
な
っ
て

い
る
も
の
及
び
金
融
機
関
の
領
収
日
付
印

の
な
い
も
の
は
納
税
証
明
書
と
し
て
使
用

で
き
ま
せ
ん
。

（
正
）
有
効
期
限
欄
が
＊
と
な
っ
て
い
る
も
の

及
び
金
融
機
関
の
領
収
日
付
印
の
な
い
も

の
は
納
税
証
明
書
と
し
て
使
用
で
き
ま
せ

ん
。

　

ご
迷
惑
を
お
掛
け
し
ま
し
た
こ
と
を
お
詫
び

申
し
上
げ
ま
す
。

▼
問
い
合
わ
せ　

税
務
課
市
民
税
担
当
（
内
線

２
３
５
）

ご
利
用
く
だ
さ
い

　
　
　

コ
ン
ビ
ニ
納
税

お
詫
び
と
訂
正

不
用
品
情
報

　

市
で
は
、
資
源
の
有
効
利
用
と
ご
み
の
減
量

化
を
図
る
た
め
、
ま
だ
使
え
る
も
の
の
仲
介
を

行
う
不
用
品
登
録
制
度
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

品
物
は
無
料
。
登
録
期
間
は
３
カ
月
で
す
。

◎
さ
し
あ
げ
ま
す

▽
テ
レ
ビ
ボ
ー
ド
（
コ
ー
ナ
ー
用
）
▽
食
卓
い

す
（
乳
幼
児
用
・
低
）
▽
パ
イ
プ
ベ
ッ
ド　

▽

果
実
酒
び
ん　

▽
コ
ー
ヒ
ー
メ
ー
カ
ー　

▽
調

乳
ポ
ッ
ト　

▽
フ
ー
ド
ス
ト
ッ
カ
ー　

▽
湯
た

ん
ぽ
（
乳
幼
児
用
）
▽
歩
行
器　

▽
ベ
ビ
ー
ベ

ッ
ド　

▽
洋
服
た
ん
す　

▽
子
ど
も
用
剣
道
防

具　

▽
石
油
フ
ァ
ン
ヒ
ー
タ
ー　

▽
本
棚（
小
︶

▽
プ
ラ
ン
タ
ー　

▽
テ
ー
ブ
ル（
低
）
▽
電
子
レ

ン
ジ　

▽
い
す
（
学
習
机
用
ピ
ン
ク
）
▽
エ
ア

コ
ン　

▽
プ
ー
ル（
子
ど
も
用
）
▽
電
機
掃
除
機

　
◎
ゆ
ず
っ
て
く
だ
さ
い

▽
自
転
車
（
大
人
・
折
り
た
た
み
）
▽
イ
ン
タ

ー
ホ
ン
（
カ
ラ
ー
モ
ニ
タ
ー
付
き
）
▽
テ
レ
ビ

（
地
デ
ジ
）
▽
テ
ー
ブ
ル(

キ
ャ
ス
タ
ー
付
き
）

▽
う
す
・
き
ね
一
式　

▽
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
マ
シ

ン　

▽
石
油
ス
ト
ー
ブ　

▽
水
槽　

▽
電
子
ド

ラ
ム　

▽
カ
メ
ラ
（
一
眼
レ
フ
・
デ
ジ
タ
ル
）

▽
将
棋
セ
ッ
ト　

▽
囲
碁
セ
ッ
ト　

▽
整
理
た

ん
す　

▽
カ
ラ
オ
ケ
セ
ッ
ト　

▽
芝
刈
り
機

▽
ミ
シ
ン
（
家
庭
用
・
職
業
用
）
▽
こ
た
つ
セ

ッ
ト　

▽
人
体
模
型
（
被
服
用
）
▽
家
庭
用
耕

運
機　

▽
車
い
す　

▽
マ
イ
ク
ロ
レ
ー
ダ
ー

▼
問
い
合
わ
せ　

環
境
課
環
境
業
務
担
当

　

☎
５
５
６―

９
５
３
０

 

【
Ｆ
Ａ
Ｘ
】
５
５
３―

０
７
９
２

東日本大震災により被害を受けられた方へ
所得税や市県民税の軽減などの措置をご存じですか？

災害減免って？
　災害によって受けた住宅や家財の損害金額（保険金な
どにより補てんされる金額を除きます）がその時価の２
分の１以上で、災害に遭った年の所得金額の合計額が
1,000万円以下の時において、その災害による損失額
について雑損控除を受けない場合は、災害減免法により
その年の所得税が次のように軽減されるかまたは免除さ
れます。

▶問い合わせ　
・すでに平成22年分の所得税の確定申告書を提出され

た方、またはこれから確定申告書を提出する方は行田
税務署☎556－2121(音声案内)

・平成23年度（平成22年分）市・県民税の申告のみをさ
れる方は税務課市民税担当（内線231、232）

　東日本大震災により、住宅や家財などに損害を受けた
方は、雑損控除か災害減免のどちらか有利な方の適用を
受けることができる場合があります。また、東日本大震
災により生じた損失について、平成22年分または平成
23年分のどちらかを選択して、雑損控除あるいは災害
減免の適用を受けられるようになりました。

雑損控除って？
　納税者本人またはその方と生計を共にする配偶者やそ
の親族で、その年中の総所得金額等の合計額が38万円
以下の方が所有する住宅や家財について、災害または盗
難もしくは横領により、損害を受けた場合に受けられる
所得控除のことです。
　次のＡ、Ｂいずれか多い金額が雑損控除額になります。

　Ａ(差引損失額)－(総所得金額等)×10％
　Ｂ(差引損失額のうち災害関連支出の金額)－５万円

   用語解説
・差引損失額＝損害金額＋災害関連支出の金額－保険金な
　どにより補てんされる金額
・損害金額とは、損害を受けた時の直前におけるその資産
　の時価を基にして計算した損害の額
・災害関連支出の金額とは、災害により滅失した住宅、家
　財などを取り壊しまたは除去するために支出した金額など

　所得金額の合計額 　軽減または免除される所得税の額

　500万円まで 　所得税の額の全額

　500万円～750万円 　所得税の額の２分の１　

　750万円～1,000万円 　所得税の額の４分の１


